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   提案理由 

 この案を提出するのは、文部科学省から栄養教諭等の標準的な職務等の明確化につ

いて通知されたことに伴い、所要の整備を図る必要があるからであります。 



   江南市立学校管理規則の一部を改正する規則（案） 

 

 江南市立学校管理規則（昭和３４年教育委員会規則第１号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第１２条の１２を次のように改める。 

 （栄養教諭） 

第１２条の１２ 学校に栄養教諭を置くことができる。 

２ 栄養教諭は、校長等の監督を受け、その職務内容は、別表第１に定めるとおりと

する。 

 第１２条の１３を次のように改める。 

 （養護教諭） 

第１２条の１３ 学校に養護教諭を置く。 

２ 養護教諭は、校長の監督を受け、その職務内容は、別表第２に定めるとおりとす

る。 

 第１２条の１４第２項を次のように改める。 

２ 事務職員は、校長の監督を受け、その標準的な職務内容は、別表第３に定めると

おりとし、他の教職員との適切な業務の連携及び分担の下、その専門性を生かして

積極的に参画する職務内容は、別表第４に定めるとおりとする。 

 第１２条の１７第２項中「別表第２」を「別表第５」に改め、同条第４項第１号中

「別表第１」を「別表第３及び別表第４」に改める。 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第１２条の１２関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

主として

食育に関

すること 

各教科等における指導に

関すること 

食に関する指導の全体計画の作成 

給食の時間における児童生徒への給食指導及び食

に関する指導 

上記のほか、各教科等における食に関する指導へ

の参画（ティーム・ティーチング、教材作成等） 

食に関する健康課題の相

談指導に関すること 

食に関する健康課題を有する児童生徒への個別的

な相談指導（実態把握、相談指導計画の作成、実



施、評価等） 

主として

学校給食

の管理に

関するこ

と 

栄養管理に関すること 学校給食実施基準に基づく栄養管理（献立作成、

栄養摂取状況の把握） 

衛生管理に関すること 学校給食衛生管理基準に基づく衛生管理（学校給

食施設及び設備の衛生、食品の衛生並びに学校給

食調理員の衛生の管理、学級担任等や学校給食調

理員への指導・助言） 

備考 

 校長は各学校や地域の実情等を踏まえ、上記に掲げていない職務であっても、教諭

等の標準的な職務内容の内、主として学校の管理運営に関することについて、栄養教

諭の職務とすることも可能である。 

 別表第２を別表第５とし、別表第１の次に次の３表を加える。 

別表第２（第１２条の１３関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

主として

保健管理

に関する

こと 

健康診断、救急処置、感

染症の予防及び環境衛

生等に関すること 

健康診断の実施（計画・実施・評価及び事後措置） 

健康観察による児童生徒の心身の健康状態の把

握・分析・評価 

緊急時における救急処置等の対応 

感染症等の予防や発生時の対応及びアレルギー疾

患等の疾病の管理 

学校環境衛生の日常的な点検等への参画 

健康相談及び保健指導

に関すること 

心身の健康課題に関する児童生徒への健康相談の

実施 

健康相談等を踏まえた保健指導の実施 

健康に関する啓発活動の実施 

保健室経営に関するこ

と 

保健室経営計画の作成・実施 

保健室経営計画の教職員、保護者等への周知 

設備・備品の管理や環境衛生の維持をはじめとし

た保健室の環境整備 

保健組織活動に関する

こと 

学校保健計画の作成への参画 

学校保健委員会や教職員の保健組織（保健部）等



への参画 

主として

保健教育

に関する

こと 

各教科等における指導

に関すること 

各教科等における指導への参画（ティーム・ティ

ーチング、教材作成等） 

備考 

校長は各学校や地域の実情等を踏まえ、上記に掲げていない職務であっても、教諭

等の標準的な職務内容の内、主として学校の管理運営に関することについて、養護教

諭の職務とすることも可能である。 

別表第３（第１２条の１４、第１２条の１７関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

総務 就学支援に関すること 就学援助・就学奨励に関する事務 

学籍に関すること 児童・生徒の転出入等学籍に関する事務 

諸証明発行に関する事務 

教科書に関すること 教科書給与に関する事務 

調査及び統計に関する

こと 

各種調査・統計に関する事務 

文書管理に関すること 文書の収受・保存・廃棄事務 

校内諸規定の制定・改廃に関する事務 

教職員の任免、福利厚生

に関すること 

給与、諸手当の認定、旅費に関する事務 

任免・服務に関する事務 

福利厚生・公務災害に関する事務 

財務 予算・経理に関すること 予算委員会の運営 

予算の編成・執行に関する事務 

契約・決算に関する事務 

学校徴収金に関する事務 

補助金・委託料に関する事務 

監査・検査に関する事務 

管財 施設・設備及び教具に関

すること 

施設・設備及び教具（ＩＣＴに関するものを含む。

以下同じ。）の整備及び維持・管理に関する事務 

教材、教具及び備品の整備計画の策定 



事務全般 事務全般に関すること 事務全般に係る提案、助言（教職員等への事務研

修の企画・提案等） 

学校事務の統括、企画及び運営 

共同学校事務室の運営、事務職員の人材育成に関

すること 

別表第４（第１２条の１４、第１２条の１７関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

校務運営 学校の組織運営に関す

ること 

企画運営会議への参画 

各種会議・委員会への参画・運営 

学校経営方針の策定への参画 

業務改善の推進 

教育活動に関すること カリキュラム・マネジメントの推進に必要な人 

的・物的資源等の調整・調達等（ＩＣＴを活用し

た教育活動に資するものを含む） 

教育活動におけるＩＣＴの活用支援 

学校行事等の準備・運営への参画 

学校評価に関すること 自己評価・学校関係者評価等の企画・集計・結果

分析等 

保護者、地域住民、関係

機関等との連携及び協

力の推進に関すること 

学校と地域の連携・協働の推進（学校運営協議会

の運営、地域学校協働本部等との連絡調整等） 

学校施設の地域開放に関する事務 

保護者、専門スタッフ、関係機関等との連絡調整 

危機管理に関すること コンプライアンスの推進 

学校安全計画や学校防災計画等の各種計画等の策

定 

危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）の 

作成・改訂 

安全点検の実施 

情報管理に関すること 情報公開、情報の活用 

広報の実施 

個人情報保護に関する事務等 

 



   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 



（参 考） 

   江南市立学校管理規則の一部を改正する規則（案）の新旧対照表 

新 旧 

(栄養教諭)  (学校栄養職員) 

第12条の12 学校に栄養教諭を置くこと

ができる。 

2 栄養教諭は、校長等の監督を受け、そ

の職務内容は、別表第1に定めるとおり

とする。 

第12条の12 学校に次の表の職名欄に掲

げる学校栄養職員の職を置くことがで

き、その職務は、それぞれ同表の職務欄

に掲げるとおりとする。 

職名 職務 

主任

専門

員 

上司の命を受け、専門事項に関する

事務を処理する。 

主査 上司の命を受け、事務を整理する。 

主任 上司の命を受け、事務をつかさどる。

技師 上司の命を受け、技術に従事する。 
 

 (養護教諭)  

第12条の13 学校に養護教諭を置く。 

2 養護教諭は、校長の監督を受け、その

職務内容は、別表第2に定めるとおりと

する。 

第12条の13 削除 

 (事務職員)  (事務職員) 

第12条の14   （略） 

2 事務職員は、校長の監督を受け、その

標準的な職務内容は、別表第3に定めると

おりとし、他の教職員との適切な業務の

連携及び分担の下、その専門性を生かし

て積極的に参画する職務内容は、別表第4

に定めるとおりとする。 

第12条の14   （略） 

2 事務職員は、校長の監督を受け、別表

第1に定める事務をつかさどる。 

 (共同学校事務室)  (共同学校事務室) 

第12条の17   （略） 

2 共同実施ブロックの名称及び共同実施

第12条の17   （略） 

2 共同実施ブロックの名称及び共同実施



新 旧 

ブロックの構成校については、別表第5

のとおりとする。 

3   （略） 

4 共同学校事務室において処理する事務

は、次のとおりとする。 

 (1) 別表第3及び別表第4に掲げる事務 

 (2)～(4)   （略） 

5   （略） 

ブロックの構成校については、別表第2

のとおりとする。 

3   （略） 

4 同左 

 

 (1) 別表第1に掲げる事務 

 (2)～(4)   （略） 

5   （略） 

別表第1（第12条の12関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

主と

して

食育

に関

する

こと 

各教科等

における

指導に関

すること 

食に関する指導の全体計

画の作成 

給食の時間における児童

生徒への給食指導及び食

に関する指導 

上記のほか、各教科等にお

ける食に関する指導への

参画（ティーム・ティーチ

ング、教材作成等） 

食に関す

る健康課

題の相談

指導に関

すること 

食に関する健康課題を有

する児童生徒への個別的

な相談指導（実態把握、相

談指導計画の作成、実施、

評価等） 

主と

して

学校

給食

の管

理に

栄養管理

に関する

こと 

学校給食実施基準に基づ

く栄養管理（献立作成、栄

養摂取状況の把握） 

衛生管理

に関する

こと 

学校給食衛生管理基準に

基づく衛生管理（学校給食

施設及び設備の衛生、食品

別表第1（第12条の14、第12条の17関係） 

区分 職務内容 関係事務 

学校

経営 

企画運営

への参画

に関する

こと。 

・企画委員会への参画 

・職員会議及び各種委員会

への参画 

諸規定の

制定及び

管理に関

するこ

と。 

・庶務、人事、財務及び管

財に関する規定の管理 

・諸規定に関する指導及び

助言 

学校事務

全般に関

するこ

と。 

・学校事務全般に係る指

導、助言及び連絡調整 

庶務 庶務に関

するこ

と。 

・公印の管理関係事務 

・諸証明関係事務 

・その他庶務関係事務 

文書及び

情報に関

するこ

と。 

・文書、データ等管理関係

事務 

・情報公開関係事務 

・その他情報管理関係事務



新 旧 

関す

るこ

と 

の衛生並びに学校給食調

理員の衛生の管理、学級担

任等や学校給食調理員へ

の指導・助言） 

備考 

 校長は各学校や地域の実情等を踏まえ、

上記に掲げていない職務であっても、教諭

等の標準的な職務内容の内、主として学校

の管理運営に関することについて、栄養教

諭の職務とすることも可能である。 

調査統計

に関する

こと。 

・基幹統計等関係事務 

・その他調査及び統計関係

事務 

就学援助

に関する

こと。 

・就学援助等関係事務 

学籍に関

するこ

と。 

・児童生徒の転出入関係事

務 

・学籍管理関係事務 

教科書に

関するこ

と。 

・教科用図書給与等関係事

務 

人事 人事記録

に関する

こと。 

・職員の採用、退職及び異

動関係事務 

・履歴書等人事記録関係事

務 

・表彰等関係事務 

・免許状関係事務 

服務に関

するこ

と。 

・服務記録関係事務 

・諸規定に係る指導及び助

言 

給与及び

旅費に関

するこ

と。 

・昇給昇格関係事務 

・給与支払い及び税務関係

事務 

・諸手当認定及び確認事

務、指導並びに助言 

・旅費請求、支払い及び予

算管理 

福利厚生

に関する

・共済組合及び互助会関係

事務 



新 旧 

こと。 ・社会保険及び雇用保険関

係事務 

・公務災害関係事務 

・労働安全衛生関係事務 

財務 市費に関

するこ

と。 

・予算の執行計画、執行、

決算及び予算編成関係

事務 

・補助金、委託料等関係事

務 

・契約及び履行関係事務 

・公金収納関係事務 

学校納付

金に関す

ること。 

・集金計画、執行及び決算

関係事務 

・口座振替関係事務 

・各種会計執行管理 

管財 物品管理

に関する

こと。 

・消耗品の出納及び保管関

係事務 

・物品の出納及び維持管理

関係事務 

・物品の寄附及び採納関係

事務 

施設及び

設備に関

するこ

と。 

・施設及び整備の維持管理

関係事務 

・防災計画、器具の保守及

び安全点検関係事務 

・学校開放関係事務 

 
 

 

 

別表第2（第12条の13関係） 

（事務職員以外の教職員が担当する業務

内容を含む） 



新 旧 

区分 職務内容 職務内容の例 

主と

して

保健

管理

に関

する

こと 

健康診断、

救急処置、

感染症の

予防及び

環境衛生

等に関す

ること 

健康診断の実施（計画・実

施・評価及び事後措置） 

健康観察による児童生徒

の心身の健康状態の把

握・分析・評価 

緊急時における救急処置

等の対応 

感染症等の予防や発生時

の対応及びアレルギー疾

患等の疾病の管理 

学校環境衛生の日常的な

点検等への参画 

健康相談

及び保健

指導に関

すること 

心身の健康課題に関する

児童生徒への健康相談の

実施 

健康相談等を踏まえた保

健指導の実施 

健康に関する啓発活動の

実施 

保健室経

営に関す

ること 

保健室経営計画の作成・実

施 

保健室経営計画の教職員、

保護者等への周知 

設備・備品の管理や環境衛

生の維持をはじめとした

保健室の環境整備 

保健組織

活動に関

すること 

学校保健計画の作成への

参画 

学校保健委員会や教職員



新 旧 

の保健組織（保健部）等へ

の参画 

主と

して

保健

教育

に関

する

こと 

各教科等

における

指導に関

すること 

各教科等における指導へ

の参画（ティーム・ティー

チング、教材作成等） 

備考 

校長は各学校や地域の実情等を踏まえ、

上記に掲げていない職務であっても、教諭

等の標準的な職務内容の内、主として学校

の管理運営に関することについて、養護教

諭の職務とすることも可能である。 

別表第3（第12条の14、第12条の17関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

総務 就学支援

に関する

こと 

就学援助・就学奨励に関す

る事務 

学籍に関

すること 

児童・生徒の転出入等学籍

に関する事務 

諸証明発行に関する事務 

教科書に

関するこ

と 

教科書給与に関する事務 

調査及び

統計に関

すること 

各種調査・統計に関する事

務 

文書管理文書の収受・保存・廃棄事

 



新 旧 

に関する

こと 

務 

校内諸規定の制定・改廃に

関する事務 

教職員の

任免、福

利厚生に

関するこ

と 

給与、諸手当の認定、旅費

に関する事務 

任免・服務に関する事務 

福利厚生・公務災害に関す

る事務 

財務 予算・経

理に関す

ること 

予算委員会の運営 

予算の編成・執行に関する

事務 

契約・決算に関する事務 

学校徴収金に関する事務 

補助金・委託料に関する事

務 

監査・検査に関する事務 

管財 施設・設

備及び教

具に関す

ること 

施設・設備及び教具（ICTに

関するものを含む。以下同

じ。）の整備及び維持・管

理に関する事務 

教材、教具及び備品の整備

計画の策定 

事務

全般 

事務全般

に関する

こと 

事務全般に係る提案、助言

（教職員等への事務研修の

企画・提案等） 

学校事務の統括、企画及び

運営 

共同学校事務室の運営、事

務職員の人材育成に関する

こと 
 



新 旧 

別表第4（第12条の14関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

校務

運営 

学校の組

織運営に

関するこ

と 

企画運営会議への参画 

各種会議・委員会への参

画・運営 

学校経営方針の策定への参

画 

業務改善の推進 

教育活動

に関する

こと 

カリキュラム・マネジメン

トの推進に必要な人的・物

的資源等の調整・調達等

（ICTを活用した教育活動

に資するものを含む） 

教育活動におけるICTの活

用支援 

学校行事等の準備・運営へ

の参画 

学校評価

に関する

こと 

自己評価・学校関係者評価

等の企画・集計・結果分析

等 

保護者、

地 域 住

民、関係

機関等と

の連携及

び協力の

推進に関

すること 

学校と地域の連携・協働の

推進（学校運営協議会の運

営、地域学校協働本部等と

の連絡調整等）学校施設の

地域開放に関する事務 

保護者、専門スタッフ、関

係機関等との連絡調整 

危機管理

に関する

コンプライアンスの推進 

学校安全計画や学校防災計

 



新 旧 

こと 画等の各種計画等の策定 

危険等発生時対処要領（危

機管理マニュアル）の作

成・改訂 

安全点検の実施 

情報管理

に関する

こと 

情報公開、情報の活用 

広報の実施 

個人情報保護に関する事務

等 
 

別表第5（第12条の17関係） 

   （略） 

別表第2（第12条の17関係） 

   （略） 

 



○江南市立学校管理規則（案） 

昭和３４年６月２０日 

教育委員会規則第１号 

改正 昭和４０年３月３０日教委規則第１号 

昭和４８年５月１２日教委規則第２号 

昭和４９年９月１３日教委規則第４号 

昭和４９年１１月１５日教委規則第５号 

昭和５０年１月２０日教委規則第１号 

昭和５３年１２月２６日教委規則第１号 

昭和５５年２月７日教委規則第３号 

昭和５９年３月７日教委規則第２号 

昭和６１年４月４日教委規則第３号 

平成元年３月３日教委規則第１号 

平成４年６月３日教委規則第５号 

平成４年１１月５日教委規則第６号 

平成７年７月５日教委規則第４号 

平成１１年１２月３日教委規則第３号 

平成１２年４月４日教委規則第２号 

平成１２年１２月２５日教委規則第３号 

平成１４年１月９日教委規則第１号 

平成１４年１０月３日教委規則第８号 

平成１５年２月２８日教委規則第１号 

平成１６年３月２４日教委規則第１号 

平成１９年３月３０日教委規則第４号 

平成２０年２月２７日教委規則第７号 

平成２１年４月３日教委規則第１号 

平成２３年２月３日教委規則第１号 

平成２６年１０月１４日教委規則第４号 

平成３０年３月２６日教委規則第８号 



平成３１年３月２２日教委規則第４号 

令和６年 月  日教委規則第 号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この教育委員会規則は、江南市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

の所管に属する小学校及び中学校（以下「学校」という。）の管理及び運営の基本

的事項について定め、もって学校の適正にして円滑な管理運営を図ることを目的と

する。 

第２章 教育活動 

（教育課程の編成） 

第２条 教育課程は、学習指導要領及びこれに基づき教育委員会が定める基準により、

校長が編成するものとする。 

（教育課程等の届出） 

第３条 校長は、前条の教育課程及び指導の重点目標を定めたときは、教育委員会に

届け出なければならない。 

（学校行事） 

第４条 校長は、教育活動の一環として実施する修学旅行、遠足、水泳、登山、対外

競技その他の学校行事については、教育委員会の定める基準により企図し、実施し

なければならない。 

２ 校長は、前項に規定する学校行事を実施しようとするときは、あらかじめ教育委

員会に届け出なければならない。 

（非常変災等による臨時休業の報告） 

第５条 非常変災その他急迫の事情によって臨時に授業を行わなかった場合は、校長

は、速やかに次に掲げる事項を教育委員会に報告しなければならない。 

（１）授業を行わなかった日 

（２）理由 

（３）事前及び事後の措置の状況 

（学期及び休業日） 

第６条 学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第２９条に規定する学校の



学期は、次のとおりとする。 

（１）第１学期 ４月１日から８月３１日まで 

（２）第２学期 ９月１日から１２月３１日まで 

（３）第３学期 １月１日から３月３１日まで 

２ 学校教育法施行令第２９条に規定する学校の休業日は、次のとおりとする。 

（１）学年始 ４月１日から入学式の日の前日まで 

（２）夏季 ７月２１日から８月３１日までの間において教育委員会が定める期間 

（３）冬季 １２月２４日から翌年１月６日までの間において教育委員会が定める

期間 

（４）学年末 ３月２５日から同月３１日までの間において教育委員会が定める期

間 

（５）その他教育委員会が特に必要と認める日 

３ 校長は、教育上必要があると認めるときは、前項第１号から第４号までの規定に

かかわらず、あらかじめ教育委員会の承認を得て、当該各号の休業日の通算日数の

範囲内で、その時期又は日数を変更することができる。 

４ 校長は、特別の必要があると認めるときは、第２項第１号から第４号までの休業

日（前項の場合にあっては、変更後の休業日）において、あらかじめ教育委員会の

承認を得て、授業を行うことができる。この場合において、当該授業を行った休業

日を授業日とみなす。 

（振替の届出） 

第７条 校長は、教育上必要があると認め、授業日と休業日を振り替える場合は、あ

らかじめ教育委員会に届け出なければならない。 

（事故等の報告） 

第８条 校長は、生徒又は児童について中毒その他の集団的疾病、傷害、死亡等の事

故が生じたときは、速やかに教育委員会に報告しなければならない。 

（出席停止） 

第８条の２ 校長は、児童生徒が学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第３５条第

１項各号に掲げる行為の１又は２以上を繰り返し行う等性行不良であって、他の児

童生徒の教育に妨げがあると認めるときは、教育委員会の指示を受けて、その保護



者に対し児童生徒の出席停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定により出席停止を命ずる場合には、あらかじめ保護者の意見を聴取す

るとともに、理由及び期間を記載した文書を交付しなければならない。 

３ 教育委員会は、出席停止の命令に係る児童生徒の出席停止の期間における学習に

対する支援その他の教育上必要な措置を講ずるものとする。 

第３章 教科書以外の教材の取扱い 

（教材の取扱い） 

第９条 校長は、学校教育法第３４条第２項及び第３項（これらの規定を同法第４９

条及び附則第９条第２項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）

の定めるところにより、教科書に代えて同法第３４条第２項に規定する教材（以下

「教科用図書代替教材」という。）を使用することができる。 

２ 校長は、教科書及び教科用図書代替教材以外の教材（以下「補助教材」という。）

で教育上有益適切なものは、これを使用することができる。 

３ 校長は、教科用図書代替教材及び補助教材の選定に当たっては、その教育上の効

果及び保護者の経済的負担について十分配慮しなければならない。 

（教材の承認） 

第１０条 校長は、次に掲げる教材を使用しようとするときは、あらかじめ教育委員

会の承認を受けなければならない。 

（１）教科用図書代替教材 

（２）教科書の発行されていない教科の主たる教材として使用する教科用図書（以

下「準教科書」という。） 

（教材の届出） 

第１１条 校長は、学年若しくは学級の全員又は特定の集団全員の教材として次に掲

げるものを使用しようとするときは、あらかじめ教育委員会に届け出なければなら

ない。 

（１）教科書、教科用図書代替教材又は準教科書と併用して計画的かつ継続的に使

用する副読本、問題集その他の参考書 

（２）学習の課程又は夏季及び冬季の休業日等に長期にわたって使用する学習帳そ

の他これに類するもの 



第４章 職員の組織及び服務 

（主幹教諭） 

第１２条 学校に主幹教諭を置くことができる。 

２ 主幹教諭は、校長及び教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童

生徒の教育をつかさどる。 

（教務主任） 

第１２条の２ 学校に教務主任を置く。ただし、特別の事情のあるときは、教務主任

を置かないことができる。 

２ 教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する事項につ

いて連絡調整及び指導、助言に当たる。 

（校務主任） 

第１２条の３ 学校に校務主任を置く。ただし、特別の事情のあるときは、校務主任

を置かないことができる。 

２ 校務主任は、校長の監督を受け、校務に関する事項について連絡調整及び指導、

助言に当たる。 

（学年主任） 

第１２条の４ 学校に学年主任を置く。ただし、特別の事情のあるときは、学年主任

を置かないことができる。 

２ 学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項について連絡

調整及び指導、助言に当たる。 

（保健主事） 

第１２条の５ 学校に保健主事を置く。ただし、特別の事情のあるときは、保健主事

を置かないことができる。 

２ 保健主事は、校長の監督を受け、学校における保健に関する事項を管理し、当該

事項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

（生徒指導主事） 

第１２条の６ 中学校に生徒指導主事を置く。ただし、特別の事情のあるときは、生

徒指導主事を置かないことができる。 

２ 生徒指導主事は、校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさどり、当該



事項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

（進路指導主事） 

第１２条の７ 中学校に進路指導主事を置く。ただし、特別の事情のあるときは、進

路指導主事を置かないことができる。 

２ 進路指導主事は、校長の監督を受け、生徒の職業選択の指導その他の進路の指導

に関する事項をつかさどり、当該事項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

（教務主任等の発令） 

第１２条の８ 第１２条の２、第１２条の３及び第１２条の５から前条に規定する教

務主任、校務主任、保健主事、生徒指導主事及び進路指導主事は、当該学校の教諭

（保健主事にあっては、教諭又は養護教諭）の中から校長の意見をきいて教育委員

会が命ずる。 

２ 第１２条の４に規定する学年主任は、当該学校の教諭の中から校長が命じ、教育

委員会に報告しなければならない。 

（主任養護教諭） 

第１２条の９ 学校に主任養護教諭を置くことができる。 

２ 主任養護教諭は、校長の監督を受け、児童、生徒の養護に関する事項を整理する。 

３ 主任養護教諭は、当該学校の養護教諭の中から校長の内申をまって、教育委員会

が命ずるものとする。 

（その他の主任等） 

第１２条の１０ 学校においては、この規則に規定するもののほか、必要に応じ校務

を分担する主任等を置くことができる。 

２ 前項の主任等は、当該学校の教諭の中から校長が命ずるものとする。 

（司書教諭） 

第１２条の１１ 学校に司書教諭を置く。 

２ 司書教諭は、校長の監督を受け、学校図書館の専門的職務をつかさどる。 

３ 司書教諭は、当該学校に属する主幹教諭、指導教諭及び教諭（司書教諭の講習を

終了した者に限る。）の中から校長の内申をまって、教育委員会が命ずる。 

（栄養教諭） 

第１２条の１２ 学校に栄養教諭を置くことができる。 



２ 栄養教諭は、校長等の監督を受け、その職務内容は、別表第１に定めるとおりと

する。 

 （養護教諭） 

第１２条の１３ 学校に養護教諭を置く。 

２ 養護教諭は、校長の監督を受け、その職務内容は、別表第２に定めるとおりとす

る。 

（事務職員） 

第１２条の１４ 学校に次の表の職名欄に掲げる事務職員の職を置き、その職務は、

それぞれ同表の職務欄に掲げるとおりとする。 

職名 職務 

総括事務長 上司の命を受け、事務を総括処理する。 

事務長 上司の命を受け、事務を処理する。 

主査 上司の命を受け、事務を整理する。 

主任 上司の命を受け、事務をつかさどり、一部の事務を整理する。 

主事 上司の命を受け、事務をつかさどる。 

２ 事務職員は、校長の監督を受け、その標準的な職務内容は、別表第３に定めると

おりとし、他の教職員との適切な業務の連携及び分担の下、その専門性を生かして

積極的に参画する職務内容は、別表第４に定めるとおりとする。 

（省令事務長及び省令事務主任） 

第１２条の１５ 前条の規定にかかわらず、学校に、学校教育法施行規則（昭和２２

年文部省令第１１号）第４６条（第７９条で準用する場合を含む。）に規定する事

務長（以下「省令事務長」という。）及び事務主任（以下「省令事務主任」という。）

を置くことができる。 

２ 省令事務長は、前条第１項に定める職名のうち、総括事務長及び事務長をもって

充てる。 

３ 省令事務主任は、同項に定める職名のうち、主査及び主任をもって充てる。 

４ 前３項によりがたい特段の事情があるときは、この限りではない。 

（内部委任する事務処理事項） 

第１２条の１６ 愛知県教育委員会事務処理特例条例（平成１２年愛知県条例第１８



号）別表７の項及び１３の項に規定する市町村が処理する事項については総括事務

長又は事務長に、総括事務長又は事務長を置かない学校については校長に委任する。 

（共同学校事務室） 

第１２条の１７ 教育委員会は、学校における事務処理体制の整備及び効率化並びに

学校運営に関する支援を行うため、当該指定する２つ以上の学校で構成する共同実

施ブロックの学校のうち、いずれか一の学校に共同学校事務室を置くことができる。 

２ 共同実施ブロックの名称及び共同実施ブロックの構成校については、別表第５の

とおりとする。 

３ 共同学校事務室に室長を置き、当該共同実施ブロックの事務職員の中から、教育

委員会が命ずる。 

４ 共同学校事務室において処理する事務は、次のとおりとする。 

（１）別表第３及び別表第４に掲げる事務 

（２）教育委員会から委任を受けた事務 

（３）校長から依頼を受けた事務 

（４）その他共同実施を行うことが効果的な処理に資するものとして認められる事

務 

５ 共同学校事務室の組織及び運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

（校務の分掌） 

第１３条 校長は、校務分掌に関する組織を定め、所属職員に分掌を命じ校務を処理

しなければならない。 

（職員会議） 

第１３条の２ 学校に、校長の職務を補助させるための職員会議を置く。 

２ 職員会議は、校長が招集し、その運営を管理する。 

３ 前２項に定めるもののほか、職員会議に関し必要な事項は、校長が定める。 

（学校運営に関する意見聴取） 

第１３条の３ 学校に、校長の求めに応じ学校運営に関して意見を述べることができ

る者を置くことができる。 

２ 前項に規定する者は、所属職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有するも

ののうちから、校長が推薦し、教育委員会が委嘱する。 



（職員に関する報告） 

第１４条 校長は、所属職員について死亡その他重要と認める事項が生じたときは、

速やかに教育長に報告しなければならない。 

（研修） 

第１５条 校長は、所属職員の現職研修に関する計画を定め、教育委員会に報告しな

ければならない。 

（旅行） 

第１６条 職員（校長を含む。以下同じ。）の旅行は、校長が命ずる。 

２ 校長の宿泊を要する旅行は、あらかじめ教育長の承認を受けなければならない。 

（休暇） 

第１７条 職員の年次休暇の届出の受理又は年次休暇以外の休暇の承認は、校長が行

う。 

２ 前項の規定にかかわらず、校長の３日以上にわたる年次休暇の届出の受理又は年

次休暇以外の休暇の承認は、教育委員会が行う。 

（日直及び宿直） 

第１８条 日直及び宿直の勤務者は、校長が定める。 

２ 日直及び宿直に関する細則は、校長が定め教育委員会に報告しなければならない。 

（非常変災時の措置） 

第１９条 校長は、非常変災が発生し、又はそのおそれがあるときは、その状況に応

じて、人命の安全並びに学校の施設及び設備（備品を含む。以下同じ。）の保全を

図るため、適切な措置を講じなければならない。 

第５章 施設及び設備の管理 

（施設及び設備の整備） 

第２０条 校長は、学校の施設及び設備の管理を総括し、常に現況を明かにしておく

とともに、その整備に努めなければならない。 

（管理計画等） 

第２１条 校長は、毎年度学校の防火及び整備に関する計画その他学校の施設及び設

備の管理に関する計画を定め、教育委員会に報告しなければならない。 

（亡失及びき損の報告等） 



第２２条 校長は、盗難災害等の事故により学校の施設及び設備の全部又は一部が亡

失し、又はき損した場合は、速やかに教育委員会に報告し、その指示を受けなけれ

ばならない。 

（施設及び設備の使用） 

第２３条 校長は、学校の施設及び設備を社会教育その他公共のために一時使用させ

ることができる。 

２ 前項の場合において、その使用が長期にわたり、又は異例に属するときはあらか

じめ教育委員会の承認を受けなければならない。 

３ 校長は、学校の施設及び設備の使用の状況を記録しておくこと。 

（施設及び設備の変更） 

第２４条 校長は、学校の施設又は設備に変更を加える必要があると認めるときは、

あらかじめ教育委員会に申し出なければならない。 

第６章 補則 

（雑則） 

第２５条 この教育委員会規則の規定に基づく承認、届出、報告等の時期、様式その

他この教育委員会規則の実施に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この教育委員会規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４０年３月３０日教委規則第１号） 

この規則は、昭和４０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和４８年５月１２日教委規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和４８年４月１日から適用する。 

附 則（昭和４９年９月１３日教委規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和４９年９月１日から適用する。 

附 則（昭和４９年１１月１５日教委規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和４９年１１月１日から適用する。 

附 則（昭和５０年１月２０日教委規則第１号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、昭和５０年１月１日から適用する。 

２ この規則の適用の日から施行の日の前日までの期間内に、改正前の江南市立学校



管理規則第１７条第１項の規定により提出された年次休暇の承認の申請は、改正後

の同規則第１７条第１項又は第２項の規定による年次休暇の届出とみなす。 

附 則（昭和５３年１２月２６日教委規則第１号） 

１ この規則は、昭和５４年１月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、現にこの規則による改正後の江南市立学校管理規則（以下「改

正後の管理規則」という。）第１２条の２から第１２条の７に規定する教務主任、

校務主任、学年主任、保健主事、生徒指導主事又は進路指導主事の職務に相当する

職務を命ぜられている者は、改正後の管理規則第１２条の２から第１２条の７の各

相当の規定による教務主任、校務主任、学年主任、保健主事、生徒指導主事又は進

路指導主事を命ぜられたものとする。 

附 則（昭和５５年２月７日教委規則第３号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正後の江南市立学校管理規則（以下

「改正後の管理規則」という。）第１２条の１２に規定する事務主任の職務に相当

する職務を命ぜられている者は、改正後の管理規則第１２条の１２の規定による事

務主任を命ぜられたものとする。 

附 則（昭和５９年３月７日教委規則第２号） 

この規則は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年４月４日教委規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の江南市立学校管理規則の規定は、昭和

６１年４月１日から適用する。 

附 則（平成元年３月３日教委規則第１号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年６月３日教委規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年１１月５日教委規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年７月５日教委規則第４号） 

この規則は、平成７年８月１日から施行する。 



附 則（平成１１年１２月３日教委規則第３号） 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年４月４日教委規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の江南市立学校管理規則は、平成１２年

４月１日から適用する。 

附 則（平成１２年１２月２５日教委規則第３号） 

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１４年１月９日教委規則第１号） 

この規則は、平成１４年１月１１日から施行する。 

附 則（平成１４年１０月３日教委規則第８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１５年２月２８日教委規則第１号） 

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月２４日教委規則第１号） 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日教委規則第４号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年２月２７日教委規則第７号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年４月３日教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の江南市立学校管理規則の規定は、平成

２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年２月３日教委規則第１号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１０月１４日教委規則第４号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２６日教委規則第８号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２２日教委規則第４号） 



この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則（令和６年 月  日教委規則第 号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

別表第１（第１２条の１２関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

主として

食育に関

すること 

各教科等における指導に

関すること 

食に関する指導の全体計画の作成 

給食の時間における児童生徒への給食指導及び食

に関する指導 

上記のほか、各教科等における食に関する指導へ

の参画（ティーム・ティーチング、教材作成等） 

食に関する健康課題の相

談指導に関すること 

食に関する健康課題を有する児童生徒への個別的

な相談指導（実態把握、相談指導計画の作成、実

施、評価等） 

主として

学校給食

の管理に

関するこ

と 

栄養管理に関すること 学校給食実施基準に基づく栄養管理（献立作成、

栄養摂取状況の把握） 

衛生管理に関すること 学校給食衛生管理基準に基づく衛生管理（学校給

食施設及び設備の衛生、食品の衛生並びに学校給

食調理員の衛生の管理、学級担任等や学校給食調

理員への指導・助言） 

備考 

 校長は各学校や地域の実情等を踏まえ、上記に掲げていない職務であっても、教諭

等の標準的な職務内容の内、主として学校の管理運営に関することについて、栄養教

諭の職務とすることも可能である。 

別表第２（第１２条の１３関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

主として

保健管理

に関する

こと 

健康診断、救急処置、感

染症の予防及び環境衛生

等に関すること 

健康診断の実施（計画・実施・評価及び事後措置）

健康観察による児童生徒の心身の健康状態の把

握・分析・評価 

緊急時における救急処置等の対応 



感染症等の予防や発生時の対応及びアレルギー疾

患等の疾病の管理 

学校環境衛生の日常的な点検等への参画 

健康相談及び保健指導に

関すること 

心身の健康課題に関する児童生徒への健康相談の

実施 

健康相談等を踏まえた保健指導の実施 

健康に関する啓発活動の実施 

保健室経営に関すること 保健室経営計画の作成・実施 

保健室経営計画の教職員、保護者等への周知 

設備・備品の管理や環境衛生の維持をはじめとし

た保健室の環境整備 

保健組織活動に関するこ

と 

学校保健計画の作成への参画 

学校保健委員会や教職員の保健組織（保健部）等

への参画 

主として

保健教育

に関する

こと 

各教科等における指導に

関すること 

各教科等における指導への参画（ティーム・ティ

ーチング、教材作成等） 

備考 

校長は各学校や地域の実情等を踏まえ、上記に掲げていない職務であっても、教諭

等の標準的な職務内容の内、主として学校の管理運営に関することについて、養護教

諭の職務とすることも可能である。 

別表第３（第１２条の１４、第１２条の１７関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

総務 就学支援に関すること 就学援助・就学奨励に関する事務 

学籍に関すること 児童・生徒の転出入等学籍に関する事務 

諸証明発行に関する事務 

教科書に関すること 教科書給与に関する事務 

調査及び統計に関するこ各種調査・統計に関する事務 



と 

文書管理に関すること 文書の収受・保存・廃棄事務 

校内諸規定の制定・改廃に関する事務 

教職員の任免、福利厚生

に関すること 

給与、諸手当の認定、旅費に関する事務 

任免・服務に関する事務 

福利厚生・公務災害に関する事務 

財務 予算・経理に関すること 予算委員会の運営 

予算の編成・執行に関する事務 

契約・決算に関する事務 

学校徴収金に関する事務 

補助金・委託料に関する事務 

監査・検査に関する事務 

管財 施設・設備及び教具に関

すること 

施設・設備及び教具（ICTに関するものを含む。以

下同じ。）の整備及び維持・管理に関する事務 

教材、教具及び備品の整備計画の策定 

事務全般 事務全般に関すること 事務全般に係る提案、助言（教職員等への事務研 

修の企画・提案等） 

学校事務の統括、企画及び運営 

共同学校事務室の運営、事務職員の人材育成に関 

すること 

別表第４（第１２条の１４、第１２条の１７関係） 

区分 職務内容 職務内容の例 

校務運営 学校の組織運営に関する

こと 

企画運営会議への参画 

各種会議・委員会への参画・運営 

学校経営方針の策定への参画 

業務改善の推進 

教育活動に関すること カリキュラム・マネジメントの推進に必要な人 

的・物的資源等の調整・調達等（ICTを活用した教

育活動に資するものを含む） 



教育活動におけるICTの活用支援 

学校行事等の準備・運営への参画 

学校評価に関すること 自己評価・学校関係者評価等の企画・集計・結果 

分析等 

保護者、地域住民、関係

機関等との連携及び協力

の推進に関すること 

学校と地域の連携・協働の推進（学校運営協議会 

の運営、地域学校協働本部等との連絡調整等） 

学校施設の地域開放に関する事務 

保護者、専門スタッフ、関係機関等との連絡調整 

危機管理に関すること コンプライアンスの推進 

学校安全計画や学校防災計画等の各種計画等の策 

定 

危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）の 

作成・改訂 

安全点検の実施 

情報管理に関すること 情報公開、情報の活用 

広報の実施 

個人情報保護に関する事務等 

別表第５（第１２条の１７関係） 

共同実施ブロックの名称 共同実施ブロックの構成校 

古知野中学校ブロック 古知野東小学校 古知野南小学校 門弟山

小学校 古知野中学校 

布袋中学校及び西部中学校ブロック 古知野西小学校 布袋小学校 布袋北小学

校 布袋中学校 西部中学校 

宮田中学校及び北部中学校ブロック 古知野北小学校 宮田小学校 草井小学校 

藤里小学校 宮田中学校 北部中学校 

 



令和６年議案第１４号 

 

   江南市立学校共同学校事務室設置要綱の一部改正について 

 

 江南市立学校共同学校事務室設置要綱の一部を改正する要綱を別紙のとおり定める

ものとする。 

 

  令和６年３月１４日提出 

 

江南市教育委員会     

教育長 村 良弘    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市立学校管理規則の一部改正等に伴い、所要の整備を

図る必要があるからであります。 



江南市立学校共同学校事務室設置要綱の一部を改正する要綱（案） 

 

江南市立学校共同事務実施要綱（平成２７年４月１日施行）の一部を次のように改

正する。 

  

 第２条第１項中「別表第２」を「別表第５」に改め、同条第２項中「として」の次

に「ブロックに」を加え、同条第４項中「別表第１に定める学校に設置し」を削り、

「とする」を「に設置する」に改める。 

 第８条第１項中「別表第２」を「別表」に改める。 

 別表第１を削り、別表第２を別表とする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



（参 考） 

   江南市立学校共同学校事務室設置要綱の一部を改正する要綱（案）の新旧対照

表 

新 旧 

 (共同学校事務室)  (共同学校事務室) 

第2条 共同学校事務室は、管理規則別表

第5に定める共同実施ブロック（以下「ブ

ロック」という。）の構成校の事務職員

をもって構成する。 

2 共同学校事務室の運営責任者としてブ

ロックに室長を置き、室長以外の事務職

員を室員とする。 

3   （略） 

4 共同学校事務室は、室長の本務校（以

下「拠点校」という。）に設置する。 

 

5   （略） 

第2条 共同学校事務室は、管理規則別表

第2に定める共同実施ブロック（以下「ブ

ロック」という。）の構成校の事務職員

をもって構成する。 

2 共同学校事務室の運営責任者として室

長を置き、室長以外の事務職員を室員と

する。 

3   （略） 

4 共同学校事務室は別表第1に定める学

校に設置し、室長の本務校（以下「拠点

校」という。）とする。 

5   （略） 

 (専決事項)  (専決事項) 

第8条 ブロック内の各校長の権限に属す

る事務の一部を室長に専決させること

ができる事項は、別表のとおりとする。

ただし、次に掲げる場合には、専決させ

ることはできない。 

2   （略） 

第8条 ブロック内の各校長の権限に属す

る事務の一部を室長に専決させること

ができる事項は、別表第2のとおりとす

る。ただし、次に掲げる場合には、専決

させることはできない。 

2   （略） 

 別表第1（第2条関係） 

 共同実施

ブロック

の名称 

共同実施ブロック

の構成校 

共同学校

事務室を

置く学校 

古知野中

学校ブロ

ック 

古知野中学校 古

知野東小学校 古

知野南小学校 門

古知野南

小学校 



新 旧 

弟山小学校 

布袋中学

校及び西

部中学校

ブロック 

布袋中学校 布袋

小学校 布袋北小

学校 西部中学校 

古知野西小学校 

古知野西

小学校 

宮田中学

校及び北

部中学校

ブロック 

宮田中学校 宮田

小学校 藤里小学

校 

北部中学校 草井

小学校 古知野北

小学校 

宮田中学

校 

 

別表（第8条関係） 別表第2（第8条関係） 

   （略）    （略） 

  

 



江南市立学校共同学校事務室設置要綱（案） 

 

江南市立学校事務共同実施要綱（平成２７年４月１日施行）の全部を改正する。 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、江南市立学校管理規則（昭和３４年教育委員会規則第 1号。以 

 下「管理規則」という｡）第１２条の１７第５項の規定に基づき、共同学校事務室の

組織及び運営に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 （共同学校事務室） 

第２条 共同学校事務室は、管理規則別表第５に定める共同実施ブロック（以下「ブ

ロック」という。）の構成校の事務職員をもって構成する。 

２ 共同学校事務室の運営責任者としてブロックに室長を置き、室長以外の事務職員

を室員とする。 

３ 室長は、原則として総括事務長を充て、愛知県教育委員会の同意を得て教育委員

会が命ずる。ただし、当該ブロックに総括事務長がいない等の場合には、適当と認

める者に愛知県教育委員会の同意を得て教育委員会が命ずる。 

４ 共同学校事務室は、室長の本務校（以下「拠点校」という。）に設置する。 

５ 室長は、業務の円滑な推進のため、教育委員会の承認を得て、室長を補佐するた

め副室長を室員の中から選任することができる。 

 （室長の職務） 

第３条 室長は、当該共同学校事務室の事務を効率的かつ適正に処理するために次に

掲げる職務を行う。 

(1) 室員の指導及び育成 

(2) 室員の事務の割振り 

(3) 室員の事務の繁閑の平準化 

(4) 室員間の連携を図るための定期的なミーティングの実施 

(5) 室員の服務管理 

(6) ブロック内の各校長との連携 

(7)その他管理規則第１２条の１７第４項に規定する共同学校事務室において処理

する業務を円滑に実施するために必要と認められる職務 

 （運営） 

第４条 室長は、当該共同学校事務室において処理する業務について、年度当初にブ



ロック内の各校長と十分協議したうえで、共同学校事務室運営計画を策定し教育委

員会へ報告する。 

２ 教育委員会は、共同学校事務室の円滑な運営及び学校の管理運営に係る業務の推

進のために、学校事務共同実施協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

３ 協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 （室長及び室員の役割） 

第５条 室長及び室員の職名及び業務は、次の表のとおりとする。 

職名 業務 

総括事務長 ・管理規則第１２条の１７第４項に定める事務を総括処理し、実

務処理について一次的な責任を負う。 

・第３条に掲げる業務を行う。 

事務長 ・管理規則第１２条の１７第４項に定める事務の実務処理を管理､

監督する。 

・総括事務長を補佐し、総括事務長が事故又は不在の時は共同学

校事務室を代表する。 

主査  ・管理規則第１２条の１７第４項に定める事務を整理する。 

・総括事務長､事務長が事故又は不在の時は共同学校事務室を代表す

る。 

主任 ・管理規則第１２条の１７第４項に定める事務をつかさどり、一

部の事務を整理する。 

・主事の実務処理を指導する。 

主事 ・管理規則第１２条の１７第４項に定める事務をつかさどる。  

 （事務主幹） 

第６条 市内の複数のブロックを取りまとめ、共同学校事務室間の調整や教育委員会

事務局等との調整を行うために事務主幹 1名を置く。 

２ 事務主幹は、室長のうちから教育委員会が任命する。 

３ 事務主幹の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 事務主幹に事故あるときは、室長のうち職階の上位の者又は経験年数が長い者が、

その職務を代理する。 

 (事務主幹の役割） 

第７条 事務主幹は、市内の共同学校事務室の運営が円滑に行われるよう、協議会等

の指示に基づき、共同学校事務室間の調整を行う。 



２ 事務主幹は、江南市立小中学校校長会と連絡及び調整を行う。 

 （専決事項） 

第８条 ブロック内の各校長の権限に属する事務の一部を室長に専決させることがで

きる事項は、別表のとおりとする。ただし、次に掲げる場合には、専決させること

はできない。 

(1) 室長が総括事務長又は事務長でない場合 

(2) 事案が重要又は異例と認められる場合 

(3)事案について疑義若しくは紛議があり、又は紛議を生じる恐れがあると認められ

る場合 

２ 室長は、専決した事項について必要に応じ、ブロック内の関係校長に報告しなけ

ればならない。 

 （室長及び室員の身分） 

第９条 室長及び室員は、当該事務職員それぞれの所属する学校を本務校とする。 

２ 教育委員会は、共同学校事務室の運営上、共同学校事務室を構成する各学校の事

務職員にブロック内の各学校を兼務校とするよう愛知県教育委員会へ内申する。 

 （室長及び室員の服務） 

第１０条 室長及び室員の服務監督は、本務校で業務に従事する場合は、本務校の校

長が、拠点校及び兼務校で業務に従事する場合は、当該校の校長がそれぞれ行う。 

２ ブロック内の各校長は、当該校を本務校とする事務職員に対し、共同学校事務室

運営計画に基づき、拠点校等への出張を命ずるものとする。 

 （事務処理） 

第１１条 共同学校事務室における事務処理は、この要綱に定めるものを除くほか、

関係法令、条例又は規則等の定めるところによる。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は令和５年４月１日から施行する。 



  附 則 

この要綱は令和６年４月１日から施行する。 

 

別表（第８条関係） 

室長専決事項 

① 教職員の身分及び給与に関する証明 

② 教職員の扶養手当、住居手当、通勤手当及び単身赴任手当の認定に関すること。 

③ 教職員の児童手当の認定に関すること。 

④ 児童・生徒の身分及び通学等に関する証明 

⑤ 卒業生の卒業に関する証明 

⑥ 公立学校共済組合及び互助会に係る事実の確認、その他の手続き 

⑦ 保存年限を経過した文書の廃棄 

⑧ 教職員の給与等に係る報告 

⑨ 旅費に係る請求依頼の確認及び審査 

⑩ 維持管理用需用費等で一件１０万円以下の支出の原因となる契約その他の行為 

⑪ 単価契約をした物品の納入指示 

⑫ 会計経理に係る軽易な報告 

⑬ 前各号に掲げるもののほか、所掌事務に係る軽易かつ定例的な調査 

 

 


